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６ 民間賃貸住宅（民営借家）及びその居住者の実態 （１） 民間賃貸住宅（民営借家）の現状 ① 建て方・構造 ・建て方別では、非木造が最も多く 66.2％、木造や防火木造の住宅が 33.4％を占めている。 ・構造別では、共同住宅が最も多く 72.9％、一戸建・長屋建が 26.9％を占めている。              ② 住戸面積  ・49 ㎡以下の住戸が全体の半数以上を占めている。  【住戸面積】               ③ 面積別世帯数、世帯人員別世帯数の比較（住宅・土地統計調査 独自集計） ・民間賃貸住宅ストックと民間賃貸住宅居住世帯のミスマッチの状況を把握 

一戸建13,30014.8% 長屋建10,80012.1%共同住宅65,30072.9%
その他1000.1% 木造17,60019.6% 防火木造12,40013.8%非木造59,30066.2%

その他3000.3%【建て方】 

資料：住宅・土地統計調査（H20） 

【構造】 

資料：住宅・土地統計調査（H20） 

29㎡以下18,60020.8%30～49㎡27,10030.2%50～69㎡27,40030.6%
70～99㎡11,30012.6%

100～149㎡3,7004.1% 150㎡以上1,6001.8% 

資料：住宅・土地統計調査（H20） 
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④ 居住面積水準  ・民営借家の最低居住面積水準未満世帯率は 16.4％となっている。  【所有関係別居住水準】            ⑤ 家賃  ・民営借家家賃の単価は、1,066 円/㎡となっている。都市再生機構・公社住宅の 948 円／㎡との差は小さいが、公営住宅の 279 円／㎡の約４倍の単価となっている。  【住宅タイプ別家賃単価】                     

3.7%0.3%13.9%16.4%
32.4%26.9% 51.6%52.5%

61.5%72.8% 34.5%31.1%
2.4%0% 20% 40% 60% 80% 100%主世帯総数(N=502,500)持家(N=364,600)借家(N=125,800)民営借家(N=89,600)

最低居住水準未満世帯最低水準以上誘導水準未満誘導居住水準以上不明
 

資料：住宅・土地統計調査（H20） 

05,00010,00015,00020,00025,000

家賃単価公営住宅 都市再生機構・公社 民営借家 給与住宅

(世帯） 公営住宅平均279円/㎡給与住宅平均353円/㎡都市再生機構・公社平均948円/㎡民間借家平均1,066円/㎡

(円/㎡）資料：住宅・土地統計調査（H20） 
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（２） 民間賃貸居住者の状況（住調） ① 世帯人員  ・1 人・2 人世帯が木造では約 6 割、非木造では約 7 割を占めている。 【所有関係別居住水準】        ② 世帯主年齢  ・木造はあまり偏りがないが、非木造は、34 歳以下の世帯が 4 割を占めている。 【世帯主年齢】        ③ 世帯の年収  ・25 歳未満と 65 歳以上で年収 200 万円未満の割合が 6 割を超えている。 【世帯の年収】   

35.3%45.8% 27.3% 24.8% 19.0%16.3% 12.7%10.2%4.3%2.2% 1.7%0.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%木造(N=30,000)非木造(N=59,600) 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上資料：住宅・土地統計調査（H20） 
2.3%10.6%14.7% 26.5%15.3% 23.3%14.0% 12.9%18.0% 9.4%16.3% 5.5%13.3%3.4%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%木造(N=30,000)非木造(N=59,600)25歳未満 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65～74歳 75歳以上資料：住宅・土地統計調査（H20） 

35.7%4.0%5.4%5.8%10.9%22.2%
27.1%8.9%9.7%14.2% 23.6% 41.0%

22.9%19.8%15.6%18.3% 20.9% 19.4%
11.4%50.0%32.8%21.7% 24.5% 11.8%

11.9%23.1%24.2% 11.8% 2.8%
4.5%9.7%14.2%5.5% 2.1%

1.0%3.2%2.5%2.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%25歳未満25～34歳35～44歳45～54歳55～64歳65歳以上100万円未満 100～200万円 200～300万円 300～500万円500～700万円 700～1000万円 1000万円以上資料：住宅・土地統計調査（H20） 



 －82－ 

（３） 入居拒否の実態 ■賃貸オーナーに関する調査の概要 ○調査主体：ハウジング＆コミュニティ財団 ○調査地域：全国 ○調査対象：法人で賃貸住宅について決定する立場にある者、および個人の賃貸住宅所有者 ○回答対象となった物件数：11,521 件（奈良県：179 件） ○調査時期：H20 年 12 月 18 日～H20 年 12 月 26 日 ① 生じている入居者とのトラブル  ・「家賃の徴収・滞納等に関わること」が最も多く 40.2％、次いで「入居中の修繕費の負担に関わること」「入居者の生活マナー・モラルに関わること」が多くなっている。 【生じている入居者とのトラブル（奈良県）】              ② 家賃支払い能力に問題がなくても部屋を貸したくない相手  ・「生活保護者」が最も多く 33.0％。次いで、「単身高齢者」「元ホームレス」「外国人」が3 割前後となっている。「家賃支払い能力があれば入居を拒まない」は約 3 割にとどまっている。 【家賃支払い能力に問題がなくても部屋を貸したくない相手（奈良県）】           

40.2%17.9%11.2%8.9%8.9% 26.3%11.7% 34.1%15.1%11.2%4.5%5.6% 14.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%家賃の徴収・滞納等に関わること家賃の改定・更新料に関わること契約一覧に関わること契約の更新・解約に関わること入居者の管理規約違反に関わること入居者の生活マナー・モラルに関わることクレームへの対応方法・対応時間等に関わること入居中の修繕費の負担に関わること建物の維持管理の質・内容に関わること敷金の清算・現状回復費用の負担に関わること明け渡し及び立ち退き料等の交渉に関わることその他管理を業者に委託しているため、分からない （N=179） 
29.1%30.2%20.7%11.2%13.4%6.1% 33.0%25.7%30.2%5.6% 29.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%外国人単身の高齢者高齢者のみの世帯障害者のいる世帯小さい子供のいる世帯一人親世帯生活保護世帯DV被害者元ホームレスその他家賃支払い能力があれば入居を拒まない （N=179） 
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③入居を受け入れるための支援の内容（奈良県） ・全体的に「トラブル時の対応」が求められている。また、外国人には「通訳派遣」、高齢者には「見守り・医療機関との連携」「入居の事故・死亡など緊急時の対応」が求められている。 ・どのような支援があっても入居を受け入れられない割合は、「元ホームレス」、「生活保護世帯」や、「小さな子どものいる世帯」「一人親世帯」など子どもがいる世帯で高くなっている。 【入居を受け入れるための支援の内容（奈良県）】                           
9.1%0.0% 18.2%0.0%0.0% 36.4%9.1% 18.2% 36.4%

0% 20% 40% 60%派遣通訳派遣説明説明電話相談連携死亡等があっても

12.5%0.0% 12.5%12.5%4.2% 45.8%12.5%4.2% 37.5%

0% 20% 40% 60%

（Ｎ＝24） （Ｎ＝11） 

25.0%5.0% 25.0%10.0%0.0% 45.0%40.0%15.0%25.0%

0% 20% 40% 60%契約手続き時の立ち会い人の派遣通訳派遣生活ルール等の説明市場慣行についての説明電話相談トラブル時の対応見守り・医療機関との連携入居者の事故・死亡等緊急時の対応どのような支援があっても入居を受け入れない （Ｎ＝20） 

＜外国人＞       ＜単身の高齢者＞    ＜夫婦のみの高齢者＞ 

（Ｎ＝52） （Ｎ＝54） （Ｎ＝37） 

36.5%46.2%38.5%13.5%0.0% 40.4%1.9%1.9% 23.1%

0% 20% 40% 60%契約手続き時の立ち会い人の派遣通訳派遣生活ルール等の説明市場慣行についての説明電話相談トラブル時の対応見守り・医療機関との連携入居者の事故・死亡等緊急時の対応どのような支援があっても入居を受け入れない

29.6%0.0% 9.3%3.7%1.9% 24.1% 48.1%50.0%20.4%

0% 20% 40% 60%派遣説明説明
連携死亡等があっても

24.3%2.7%8.1%2.7%2.7% 24.3% 45.9%43.2%27.0%

0% 20% 40% 60%

＜障害者のいる世帯＞  ＜小さい子どものいる世帯＞  ＜一人親世帯＞ 
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 【入居を受け入れるための支援の内容（奈良県）】                                

＜生活保護世帯＞     ＜ＤＶ被害者＞     ＜元ホームレス＞ 28.3%4.3% 15.2%8.7%8.7% 45.7%21.7%15.2%26.1%

0% 20% 40% 60%
説明

37.3%0.0% 22.0%6.8%5.1% 42.4%6.8%6.8% 35.6%

0% 20% 40% 60%契約手続き時の立ち会い人の派遣通訳派遣生活ルール等の説明市場慣行についての説明電話相談トラブル時の対応見守り・医療機関との連携入居者の事故・死亡等緊急時の対応どのような支援があっても入居を受け入れない （Ｎ＝59） （Ｎ＝46） 

31.5%1.9% 22.2%3.7%3.7% 42.6%14.8%13.0% 40.7%

0% 20% 40% 60%

（Ｎ＝54） 
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（４）若年者（18～29 歳）の住まいの状況 ①若年者を含む世帯の家族の型（住宅・土地統計調査 独自集計） ・若年者の家族構成別（単身者・パラサイトシングルなど）のボリュームを把握  ②若年単身世帯の住宅の所有関係（住宅・土地統計調査 独自集計） ・若年単身世帯の住宅の所有関係を把握  ③借家に居住する若年単身世帯の住宅の状況（住宅・土地統計調査 独自集計） ・住宅の広さ、居住面積水準、建築年（耐震性）、設備の状況等を把握  ④借家に居住する若年単身世帯の家賃負担率（住宅・土地統計調査 独自集計） ・借家に住む若年単身世帯の家賃負担率を把握                 
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７ 住宅確保要配慮世帯の状況 （１）高齢世帯（高齢者を含む世帯）の状況 ① 高齢世帯の状況 ・高齢者の世帯の型の推移をみると、すべての型で世帯数、全世帯に占める割合とも増加している。特に単身者と高齢夫婦世帯の増加幅が大きい。 【高齢者世帯の型の推移（一般世帯総数に対する割合）】           ②要介護（要支援）度 ・要介護（要支援）認定者の数は、増加を続けており、平成 21 年には 53,425 人となっている。これは、全高齢者数の 16.0％に該当する。 【要介護（要支援）認定者数の推移】                   

26,812
32,595

38,896
43,911 

46,841 
49,590 49,407 50,106 51,328 53,425

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

（人）
資料：高齢者福祉対策の概要（H22 年度） 要支援113.0% 要支援217.2%要介護115.2%要介護218.1%要介護315.5%要介護411.8%要介護59.3%

N=53,425 

【要介護（要支援）度の内訳（H21）】 

 

※高齢夫婦世帯：夫 65 歳以上,妻 60 歳以上の夫婦 ※ 
21,100

(4.6%)

31,800

(6.6%)

41,300

(8.2%)

33,100

(7.2%)

47,900

(9.9%)

60,200

(11.9%)

92,100

(20.1%)

98,300

(20.3%)

103,500

(20.5%)

138,980

(30.5%)

163,768

(33.8%)

189,915

(37.9%)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

H10

(N=459,100)

H15

(N=484,800)

H20

(N=504,900)

65歳以上の単身 高齢夫婦世帯 65歳以上高齢者同居世帯 合計資料：住宅・土地統計調査（各年） 
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③ 高齢世帯の住宅の所有形態 ・高齢夫婦世帯は持ち家が 87.5％を占めている。65 歳以上の単身世帯は、公営の借家・民営借家（木造）の割合が奈良県全体と比べ、高くなっている。 【世帯型別住宅所有関係】             ④ 住まいのバリアフリーの状況 ・65 歳以上の世帯員のいる世帯における、高齢者のための設備がある世帯の割合は、持家67.7％、借家 44.5％となっている。設備項目では「手すりがある」が持家・借家ともに最も多い。        ⑤ 民営借家に住む高齢世帯の居住面積水準 ・最低居住面積水準未満世帯率は 65 歳以上の単身で 21.5％となっている。一方、高齢夫婦世帯は 5.7％にとどまっている。 【世帯型別居住水準（民営借家）】      

67.7%57.3%32.6%21.5%16.3%12.8% 32.3%
44.5%35.2%16.4%9.6%13.5%11.0% 55.2%

0% 20% 40% 60% 80%高齢者等のための設備がある手すりがあるまたぎやすい高さの浴槽廊下などの幅が車いすで通行可能段差のない屋内道路から玄関まで車いすで通行可能高齢者等のための設備はない
持家借家

【高齢者等のための設備状況（65 歳以上 の世帯員のいる世帯、専用住宅）】 

資料：住宅・土地統計調査（H20） 

72.3%66.6% 87.5%82.3%
3.1%7.5% 3.3%4.0%
2.6%4.6% 2.2%2.7%
5.9%11.1% 4.0%5.8%

11.8%8.0%1.8%3.5%
1.5%0.5%0.3%0.5%

2.8%1.7%0.8%1.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%奈良県 全体65歳以上の単身高齢夫婦世帯数65歳以上の世帯員のいる世帯数持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家民営借家(木造) 民営借家(非木造) 給与住宅不明 資料：住宅・土地統計調査（H20） 

資料：住宅・土地統計調査（H20） 
16.4%21.5%5.7%

52.5%44.3%54.3%
31.1%32.9%40.0%

0.0%1.3%0.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%民営借家 全体(N=89,600)民営借家に住む65歳以上の単身(N=7,900)民営借家に住む高齢夫婦(N=3,500)最低居住水準未満世帯 最低居住水準以上誘導居住水準未満 誘導居住水準以上 不明



 －88－ 

 ⑥高齢世帯と子世帯との距離 ・平成 20 年時点で、「徒歩５分以内」「15分未満」「1 時間以内」などの近居が 37.3％を占める。一方で、「1 時間以上」の遠居は 22.3％、「子どもはいない」が 18.4％を占めている。 【高齢者単身と子世帯との距離】           ⑦介護・生活サービスの付いた高齢者住宅 ・奈良県における高齢者人口に占める介護・生活サービスの付いた高齢者住宅の割合は約５％で、全国平均の 4.8％とほぼ同レベルとなっている。 【高齢者人口（65 歳以上の人口）に占める高齢者住宅の割合（平成 19 年）】     

100(0.3%) 400(1.3%) 2,700(8.5%) 3,300(10.4%) 6,900(21.7%) 7,800(24.5%) 7,600(23.9%)
100(0.2%) 800(1.9%) 2,300(5.6%) 4,000(9.7%)

9,100(22.0%) 9,200(22.3%) 7,600(18.4%)
02,0004,0006,0008,00010,00012,000

同居 同じ建物・敷地 徒歩５分以内 15分未満 １時間以内 1時間以上 子はいない

（世帯） Ｈ15(N=31,800)Ｈ20(N=41,300)

資料：住宅・土地統計調査（各年） 

資料：国土交通省 

※割合の母数は不明を含んだ値 
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⑧ 高齢者円滑入居賃貸住宅、高齢者専用賃貸住宅の供給状況 ・2011 年１月現在の高齢者円滑入居賃貸住宅登録は、28物件、558 戸となっている。このうち 13物件、387 戸は高齢者専用賃貸住宅として登録している。 ・高齢者専用賃貸住宅 13物件のうち、サービス付き高専賃の登録を行っているのは 10物件、適合高齢者専用賃貸住宅は４物件となっている。  【奈良県高齢者円滑入居賃貸住宅登録一覧（2011 年 1 月 19 日現在）】 賃貸住宅 の位置 登録 戸数 全 戸数 住戸面積 （㎡） 構造 階 数 高齢者専用賃貸住宅の登録有無 サービス付高齢者専用賃貸住宅の 登録有無 築 年 月 適合 高齢者 専用 賃貸 住宅 大和郡山市 23 23 36.04～74.63 非木造 5 × × 2004  奈良市 37 37 43.78～56.98 非木造 4 ○ ○ 2005  奈良市 3 95 53.95 非木造 5 ○ × 1973  奈良市 3 110 65.79 非木造 5 ○ × 1987  奈良市 9 9 18.8 非木造 2 ○ ○ 2009 ○ 広陵町 16 16 51～63 非木造 2 ○ × 1992  橿原市 8 8 20.83～22.5 非木造 3 ○ ○ 1990 ○ 奈良市 68 68 25.2～36.0 非木造 5 ○ ○ 2010  奈良市 46 46 25.17～46.94 非木造 3 ○ ○ 2009 ○ 奈良市 92 92 25.9～31.32 非木造 5 ○ ○ 2009  橿原市 29 29 25.6～26.0 非木造 3 ○ ○ 2005  桜井市 19 19 25.6～51.2 非木造 4 ○ ○ 2008  奈良市 49 49 34.3～54.8 非木造 5 ○ ○ 2008 ○ 大和高田市 8 8 33.34～36.79 木造 2 × × 2010  大和郡山市 5 15 31.65 木造 3 × × 2011  奈良市北市 6 6 32.8 非木造 2 × × 2008  橿原市 14 14 31.4 非木造 2 × × 2007  奈良市 11 11 25.96～35.71 非木造 3 × × 2008  大和郡山市 10 10 29.51 木造 2 × × 2010  奈良市 8 8 19.12～29.63 非木造 4 ○ ○ 1988  天理市 5 5 40.26 木造 2 × × 2009  天理市 6 6 50.65 木造 2 × × 2010  大和郡山 8 8 30.84 木造 2 × × 2009  奈良市 6 6 30.84 木造 2 × × 2009  奈良市 10 10 26.08 木造 2 × × 2010  香芝市 15 15 29.81 非木造 3 × × 2010  橿原市 20 20 30.84 木造 2 × × 2010  香芝市 24 24 30.49 非木造 3 × × 2010  合計 558 767         
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 ⑨ 住まいに関する意向 ・奈良県が平成 21 年度に実施した「高齢者の生活・介護等に関する実態調査」によると、居住環境での不便や困っていることとして、「維持管理が大変」「バリアフリーになっていない」をあげる割合が高くなっている。 ・若年者や一般高齢者に比べて要介護者が不便や困っていることとして、「知り合いが少なくなった」「公共機関が近くにない」「商業施設が近くにない」などがあげられる。 【居住環境での不便や困っていること】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.6%32.5%10.2%7.9% 20.6%12.3% 20.2%22.8%10.8% 24.9%0.0% 8.6% 14.3%2.3% 12.6%6.7%

32.7%32.6%2.8%4.4% 18.4%4.6% 24.2%23.6%11.8% 22.3%0.0% 13.4%12.0%1.7% 11.3%12.7%

27.7% 37.9%3.4%4.1% 16.2%4.2% 28.2%27.0%13.4% 25.6%6.9% 25.6%11.7%1.4% 8.9% 14.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%維持管理が大変（掃除や家の修繕など）バリアフリーになっていない（トイレ、風呂、段差や階段など）狭い（自分や夫婦専用の部屋がないなど）日当たりや風通しが悪い、騒音がひどい古くなって安全性に不安家賃や口一ンが高い公共機関が近くにない（役場、公民館、図書館など）商業施設が近くにない（銀行、スーパー、飲食店、娯楽施設など）医療機関や介護サービスが近くにない交通の便が悪いゆっくり散歩できる環境がない知り合いが少なくなった近くに頼りになる人がいないその他特にない無回答 若年一般高齢者要介護資料：高齢者の生活・介護等に関する実態調査 調査結果報告書 H22.3 奈良県 
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 ・身近なところにあればよいサービスについては、若年者、一般高齢者ともに「医療や介護のサービスが整っている」が最も高くなっている。若年層では次いで「緊急時の通報システム」が高く、一般高齢者に比べて医療や介護、緊急時の対応に不安を持っていることがわかる。 【身近なところにあればよいサービス】                        

58.0%6.7%8.5% 16.7%7.0% 30.5%10.6%0.5% 14.3%4.5%

37.7%5.0%5.5% 10.6%6.9% 26.1%6.0%1.1% 26.4%17.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%医療や介護のサービスが整っている（介護保険外の）外出支援（介護保険外の）家事代行配食や食事の提供安否確認サービス緊急時の通報システム生活に関する相談その他特にない無回答 若年一般高齢者資料：資料：高齢者の生活・介護等に関する実態調査 調査結果報告書 H22.3 奈良県 
 回答者の属性等 調査方法 有効回収数 若年者 県内に居住する 40 歳以上 65 歳未満の人 郵送配布、郵送回収 2,030 一般高齢者 県内に居住する 65 歳以上の人 個別訪問による配布、本人の希望により訪問回収または郵送回収 3,259 要介護者 県内に居住する人で、要支援または要介護認定を受けている人とその家族 個別訪問による配布、本人の希望により訪問回収または郵送回収 2,450 
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 （参考）高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果（平成 18 年 10 月、内閣府） ■調査の概要 ○調査主体：内閣府政策統括官（共生社会政策担当） ○調査対象：全国の 60 歳以上の男女 ○調査方法：調査員による面接聴取法 ○有効回答数：1,866（有効回答率：62.9％） ○調査時期：H17 年 12 月～H18 年 1 月    ①住環境に関する優先度 ・資金等の問題を考慮せずに新しい住宅に住み替え（引っ越し）をするとした場合の住宅や住環境で重視する点についてみると、「手すりが取り付けてあったり、床の段差が取り除かれているなど、高齢者向けに設計されていること」が 37.2％で最も高く、次いで「駅や商店街に近く、移動や買い物に便利であること」が 31.2％、「医療や介護サービスなどが受けやすいこと」が 30.0％となっている。 【住宅や住環境に関する優先度（全国、複数回答）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.2%31.2%30.0%21.0%19.1%17.1%13.5%11.5%10.8%4.8%2.3%0.8%3.8% 20.2%1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%手すりが取り付けてあったり、床の段差が取り除かれているなど、高齢者向けに設計されていること駅や商店街に近く、移動や買い物に便利であること医療や介護サービスなどが受けやすいこと子どもや孫などの親族と一緒に住んだり、または近くに住めること災害や犯罪から身を守るための設備・装置が備わっていること部屋の広さや間取り、外観が自分の好みに合うこと豊かな自然に囲まれていたり、静かであること親しい友人や知人が近くに住んでいること近隣の道路が安全で、歩きやすく整備されていること趣味やレジャーを気軽に楽しめる場所であることペットと一緒に暮らせること職場に近かったり、現在の職業に適した場所に面していることその他特にない無回答 （N=1,886） 資料：高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果 H18.10 内閣府政策統括官 
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②高齢者向けに必要な構造・設備 ・将来改造したい高齢者向けに必要な構造・設備についてみると、「特にない」が 50.5％であり、残りのほぼ半数が何らかの改造を希望している。改造の内容を見ると、「手すりを設置したい」が 23.0％と最も高く、次いで、「住宅内の床の段差をなくしたい」が 19.9％、となっている。 ・前回調査（平成 13 年）との比較では、大きな変化はみられないが、「特にない」の割街が若干減少している。 【高齢者向けに必要な構造・設備（全国、複数回答）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.0%19.9%10.8%10.2%8.9%7.2%7.1%6.4%5.4%5.0% 23.0%19.9%10.8%10.2%8.9%7.2%7.1%6.4%5.4%5.0%

20.9%19.6%11.0%8.4%8.6%4.4%7.7%7.8%5.9%5.9% 20.9%19.6%11.0%8.4%8.6%4.4%7.7%7.8%5.9%5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%手すりを設置したい住宅内の床の段差をなくしたい浴槽を入りやすいものに取り替えたい玄関から道路までの間の段差を解消したい浴室に暖房装置をつけたい台所のコンロを安全で使いやすいものにしたいトイレに暖房装置をつけたい緊急通報装置をつけたい（＊1）火災・ガス漏れ、漏電などの自動警報・通報装置をつけたい鍵の交換やブザーの設置など防犯のための設備交換や装置をつけたい（＊2）廊下などの幅を車いすでも通れるように広くしたい流しや洗面台を使いやすいものに取り替えたい寝室とトイレの位置など間取りを変更したい床や通路面の材料を滑らない安全なものに取り替えたい和式便器を洋式便器などに取り替えたい（＊3）引き戸などへ扉を取り替えたい上下の移動のために昇降機をつけたい（エレベーターや階段昇降機、段差解消機など）その他特にない無回答 H17(N=1,886)H13(N=2,226)
資料：高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果 H18.10 内閣府政策統括官 ＊1：平成 13 年は「健康不良時などに連絡をとってくれる緊急通報装置をつけたい」 ＊2：平成 13 年は「ブザーなどの防犯装置をつけたい」 
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③虚弱化したときの居住形態 ・「自分の身体が虚弱化したときに住まいをどのようにしたいと思うか」についてみると、「現在の住居に、特に改造などはせずそのまま住み続けたい」が 37.9％と最も多く、次いで、「現在の住宅を改造し住みやすくする」が 24.9％、「介護を受けられる公的な特別養護老人ホームなどの施設に入居する」が 17.9％となっている。 ・前回調査（平成 13 年）との比較では、いずれの項目模造化しているが、特に現在の住宅以外の公的な施設や住宅の割合が大きく増加している。また、「わからない」の割合は減少している。   【虚弱化したときの居住形態（全国、複数回答）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.9%24.9%17.9%10.8%8.0%6.0%2.7%1.9% 10.6%0.5%

36.3%21.4%11.6%5.9%5.8%3.0%1.2%2.5% 19.0%0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%現在の住居に、とくに改造などはせずそのまま住み続けたい現在の住宅を改造し住みやすくする介護を受けられる公的な特別養護老人ホームなどの施設に入居する（＊1）公的なケア付き住宅に入居する子どもや親戚などの家に移って世話をしてもらう介護を受けられる民間の有料老人ホームなどの施設に入居する（＊2）民間のケア付き住宅に入居するその他わからない無回答 H17(N=1,886)H13(N=2,226)
資料：高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果 H18.10 内閣府政策統括官 ＊1:平成 13 年は「介護専門の公的な特別養護老人ホームなどの施設に入居する」 ＊2:平成 13 年は「介護専門の民間の有料老人ホームなどの施設に入居する」 



 －95－ 

（２）その他の住宅確保要配慮者の状況 ① 障害者 ・障害者の数は全ての障害の種別で増加傾向にある。 ・平成 20 年度時点では、65 歳以上の障害者が約 7 割を占めている。 【障害の種別障害者数の推移（手帳交付者数）】                   ・身体障害者程度等級別の障害者数の推移をみると、より重い障害をもつ 3～6級障害者数の増加幅が大きく、平成 20 年度には約 6 割を占めている。      
20,721 21,698 22,210 22,912 22,510 23,286 22,543 24,714 25,481 26,327 27,25225,914 26,839 27,774 28,952 29,972 31,408 31,040 34,085 35,143 37,101 39,39546,635 48,537 49,984 51,864 52,482 54,694 53,583 58,799 60,624 63,428 66,647

010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（人）

(年度）
1～2級 3～6級 総計【身体障害者手帳所持者数の推移】 

資料：奈良県障害者計画（H22.3） 

資料：奈良県統計年報（H21 年度版） 
7,372 7,682 8,046 8,422 8,8455,274 5,345 5,377 5,503 5,620659 681 708 747 7735,510 5,670 5,790 6,023 6,20931,479 32,596 33,636 35,168 37,28513,735 14,507 15,113 15,987 16,76064,029 66,481 68,670 71,850 75,492

010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

（人）

知的障害 視覚障害 音声言語そしゃく機能障害 聴覚平衡機能障害 肢体不自由 内部障害
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・年齢別に障害者数の推移をみると、65 歳以上の障害者の増加幅が大きく、平成 20 年度には約 7 割を占めている。  【年齢別身体障害者数】            ② 生活保護世帯 ・生活保護世帯は増加傾向にあり、平成 20 年度は、被保護世帯 11,477 世帯、被保護人員は 16,912 人、保護率（対千人）は 11.7 となっている。  【生活保護世帯数の推移】             

880 905 1,023 1,035 1,019 1,016 994 1,040 1,067 1,128 1,17317,431 17,534 17,457 17,631 17,395 17,801 16,823 17,935 17,716 17,634 18,59428,324 30,098 31,504 33,198 34,068 35,877 35,766 39,824 41,841 44,666 46,88046,635 48,537 49,984 51,864 52,482 54,694 53,583 58,799 60,624 63,428 66,647
01000020000300004000050000600007000080000

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（人）

(年度）
18歳未満 18～64歳 65歳以上 総数

資料：奈良県障害者計画（H22.3） 

資料：奈良県勢要覧（H22 年） 
10,162 10,450 10,664 
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③ 母子・父子世帯  ・母子世帯数は年々増加しており、平成 22 年時点で約 1.5 万世帯、全世帯数の 2.7％を占めている。一方、父子世帯数は横ばいであり、1,300 世帯前後で推移している。  【母子・父子世帯数の推移】               ・母子・父子世帯の現在の住宅状況をみると、いずれも持家の割合が高いが、母子世帯では民営借家の割合が 24.3％と、奈良県全体の民営借家居住割合 17.8％と比べて高くなっている。一方、父子世帯は持家率が 78.0％を占めている。  【住宅の所有関係】             

72.3%

63.7%

78.0%

6.0%

5.9%

10.1%

6.8%

11.8%

14.2%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%普通世帯総数
(N=504,500)母子世帯

(N=31,700)父子世帯
(N=5,900)持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家民営借家（木造） 民営借家(非木造） 給与住宅不明 資料：住宅・土地統計調査（H20） 

0 3,000 6,000 9,000 12,000 15,000 18,000 

0万10万20万30万40万50万60万

Ｓ５５ Ｈ２ Ｈ８ Ｈ１０ Ｈ１２ Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２１

ひとり親等世帯数総世帯数

年総世総数 母子世帯 父子世帯 資料：奈良県調べ 

557,380 15,232 (2.7%) 
1,366 (0.3%) 
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・「奈良県家庭状況調査報告書」（H21）によると、母子世帯は転宅を希望する「変わりたい」が 49.8％であり、「暮らしたい（変わりたくない）」の 49.7％と同程度となっている。父子世帯は、「暮らしたい（変わりたくない）」が 66.1％を占めている。  【定住意向】           ・変わりたい住宅としては、母子世帯、父子世帯とも持家を求める割合が高いが、母子世帯では、家賃負担の少ない公営住宅も 27.8％と高い割合になっている。  【変わりたい住宅の種類】                

資料：奈良県家庭状況調査報告書（H21） 

資料：奈良県家庭状況調査報告書（H21） 
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④ 外国人 ・外国人登録者数は 11千人でほぼ横ばいに推移しており、平成 21 年時点で 11千人が居住している。内訳では中国人が増加している。  【外国人登録者数の推移】              ・地域別にみると、北和地域、中和西部地域に 9 割が集中している。  【地域別外国人登録者数】                 

5,9385,8005,7385,7665,797
4,8604,7854,9774,8684,670

189223223202209
521540569567567

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000H17(N=11,208)H18(N=11,348)H19(N=11,507)H20(N=11,403)H21(N=11,243) 北和中和西部中和東部南和

10,350 10,501 10,754 10,679 10,665 10,790 11,126 11,032 10,985 11,233 11,508 11,348 11,507 11,403 11,243
02,0004,0006,0008,00010,000

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,000

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

(人)

韓国・朝鮮 中国 ブラジル フィリピン 米国 ペルー その他
総計資料：奈良県調べ（各年 12 月末時点） 

資料：奈良県調べ（各年 12 月末時点） 
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⑤ ＤＶ相談及び一時保護状況 ・ＤＶ相談及び一時保護件数ともに増加傾向にあり、H20 年度は相談 1,165件、一時保護108件となっている。  【ＤＶ相談及び保護件数】                

693 622 707 782 844 1046 1009 1165
72 69 79 84 76 96 97 1080200400600800100012001400

H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度
相談件数 一時保護件数

資料：奈良県調べ 
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８ 郊外住宅地、駅前・中心市街地におけるコミュニティ活動の参加状況 （H19 年度「住まいの奈良」魅力再生・創出実態調査） （１） コミュニティ活動の参加状況 ・世帯主及び家族のコミュニティ活動の参加状況は、「自治会・町内会などの活動」が74.3％と最も多い。次いで、「祭りや体育祭などのイベント・行事」が 46.6％、「スポーツクラブや趣味などの活動」が 42.2％となっている。 ・「地域づくり・まちづくりなどの活動」は 22.4％にとどまっている。             （２） 参加しにくい理由 ・「仕事などで参加する時間がない」が 38.3％と最も多い。次いで、「自らの余暇を優先したい」が 33.5％、「参加する時間が合わない」が 28.9％となっている。 

74.3%46.6%42.2%26.9%27.1%22.4%2.0%
0% 20% 40% 60% 80%自治会・町内会などの活動祭りや体育祭などのイベント・行事スポーツクラブや趣味のクラブなどの活動子ども会・婦人会・高齢クラブなどの活動ボランティア活動地域づくり・まちづくりなどの活動その他

【コミュニティ活動の参加率】 

資料：「住まいの奈良」魅力再生・創出実態調査（H19） N=713 

13.0% 28.9% 38.3%33.5%19.6%21.0%25.8%18.1%12.8%4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%関心がない参加する時間が合わない仕事などで参加する時間がない自らの余暇を優先したい活動の情報が伝わらない仲間や知り合いがいない参加したいメニューがない人間関係が煩わしい身体的に困難その他 資料：「住まいの奈良」魅力再生・創出実態調査（H19） 

【地域活動に参加しにくり理由】 

N=713 
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９ 環境配慮への取組 （１）奈良県における二酸化炭素排出量 ・奈良県における二酸化炭素の排出量は、平成 20 年度で 555 t-CO2 であり、平成 2 年度と比べ約 50 万 t-CO2 増加している。 ・住宅や生活に関係の深い家庭部門の二酸化炭素排出量は平成 20 年度で 154.8 万 t-CO2であり、全体の 27.9％を占め、平成 2 年度時点の排出量と比較すると、約 30 万 t-CO2増加している。           （２）環境に配慮された住宅の供給実態  ① 長期優良住宅 ・新築住宅に占める長期優良住宅認定戸数の割合は、平成 22 年 7月時点で 42.7％となっている。また、一貫して全国平均よりも高い割合となっている。                 
6.8% 13.5% 13.7% 17.8% 21.3% 20.6% 20.4% 18.5% 20.0% 23.0% 20.4% 20.4% 24.9% 25.7%9.3%

34.0% 19.3% 18.4% 32.2% 26.1% 35.3% 30.0% 27.4% 28.1% 24.0% 34.8% 31.9% 42.7%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%

Ｈ21.6 Ｈ21.7 Ｈ21.8 Ｈ21.9 Ｈ21.10Ｈ21.11Ｈ21.12Ｈ22.1 Ｈ22.2 Ｈ22.3 Ｈ22.4 Ｈ22.5 Ｈ22.6 Ｈ22.7 （年）

全国 奈良県【長期優良住宅認定戸数（戸建）割合の推移】 

Ｈ21.6 Ｈ21.7 Ｈ21.8 Ｈ21.9 Ｈ21.10 Ｈ21.11 Ｈ21.12 Ｈ22.1 Ｈ22.2 Ｈ22.3 Ｈ22.4 Ｈ22.5 Ｈ22.6 Ｈ22.7新設住宅着工戸数 68,268 65,974 59,749 61,181 67,120 68,198 69,298 64,951 56,527 65,008 66,568 59,911 68,688 68,785新設住宅着工戸数（戸建て） 34,801 34,381 33,301 32,811 34,029 34,503 33,245 29,882 29,601 30,914 32,336 33,633 37,851 37,283長期優良住宅認定戸数 2,366 4,652 4,572 5,840 7,237 7,108 6,795 5,529 5,918 7,110 6,584 6,860 9,429 9,590新設住宅着工戸数 510 420 550 540 569 519 455 519 607 474 480 534 777 504新設住宅着工戸数（戸建て） 429 338 415 408 351 394 329 340 354 356 396 322 432 358長期優良住宅認定戸数 40 115 80 75 113 103 116 102 97 100 95 112 138 153全国奈良県 資料：奈良県調べ 

産業部門126.422.8%業務部門118.121.3%家庭部門154.827.9%
運輸部門155.728.1%

【分野別二酸化炭素排出量】 

資料：奈良県調べ  (万 t-CO2) 
2008 年度 

125.6 122.5 135.4 137.3 126.490.5 126.6 125.9 120.9 118.1124.7 149 151.7 155.4 154.8161.8 173.4 170.7 167.1 155.7502.5 571.4 583.6 580.7 555
0100200300400500600700

1990年度（H2） 2002年度（H14) 2006年度（H18) 2007年度（H19） 2008年度（H20）産業部門 業務部門 家庭部門 運輸部門

【分野別二酸化炭素排出量の推移】 

資料：奈良県調べ 

 (万 t-CO2) 



 －103－ 

② 住宅エコポイント申請住宅 ・平成 22 年 3 月から 11 月の新築の申請数は 1,147 件となっている。リフォームについては、窓の断熱改修が最も多く 2,039件、次いで、バリアフリー改修が 482件、外壁、屋根天井又は床の断熱改修（断熱）が 77件となっている。               （参考）省エネルギー対策等級（住宅性能評価）（全国値） ・戸建住宅は等級４の割合が高く、平成 21 年度では 78.4％を占めている。 ・共同住宅では、等級３の割合が高いが、等級４の割合も年々増加してきている。                  

5.1%3.4%2.9%
11.5%7.2%3.1%

30.3%27.2%15.5%
53.0%62.2%78.4%0% 20% 40% 60% 80% 100%

H19年度(N=51,461)H20年度(N=54,838)H21年度(N=57,819) 等級１ 等級２ 等級３ 等級４資料：建設住宅性能評価書(新築)データ 

【交付年度別、省エネルギー対策等級（戸建）】 

5.2%1.8%1.3%
5.1%3.7%4.7%

82.5%82.2%78.5%
7.3%12.3%15.6%0% 20% 40% 60% 80% 100%

H19年度(N=139,388)H20年度(N=121,001)H21年度(N=93,780) 等級１ 等級２ 等級３ 等級４資料：建設住宅性能評価書(新築)データ 

【交付年度別、省エネルギー対策等級（共同住宅）】 

7 28 157 113 179 207 229 2274 39 208
411 329 300 258 237 253

1 6 9 18 10 8 10 154 31 84 63 84 64 71 81050100150200250300350400450500

H22年3月 H22年4月 H22年5月 H22年6月 H22年7月 H22年8月 H22年9月 H22年10月 H22年11月

新築リフォーム（窓）リフォーム（断熱）リフォーム（バリアフリー）
資料：住宅エコポイントの都道府県別実施状況（国交省） 

【住宅エコポイント申請住宅数】 累計    2,039 1,147  482 77 


